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Abstract
The number of NPO hojin (specific nonprofit corporation) has been increasing from putting 
the law of promoting specific nonprofit activities in 1998, in Japan. Several organizations have 
become to big amount of revenue, which especially have earned income from market (including 
quasi-market) however mostly those NPOs remain small organizational size. Some author 
stated such earned income NPOs are the new trend as social enterprises in Japan. Others 
were concerned about NPOs' "commercialization," which means pursuing their profit like as 
business organizations. They assumed that earned income NPO as social enterprise tends 
to avoid utilizing volunteers and funding donations, and then, it leads to the decline of  civil 
society. Based on the awareness of the above-mentioned problem, this study is intended show 
the model of the developing social enterprise without losing the role of promoting citizen's 
social involvement by observing the case of Canada.
First, we grasped Conceptualization and actual situation of social enterprises in Ontario, 
Canada. Canadians averagely and comparatively in international viewing, have a tendency to 
engage in volunteering activity. Large number of volunteers also worked in the respondent 
social enterprises in Ontario, so citizen participation doesn't decline by the result of emerging 
social enterprises. Second, we analyzed specific cases to understand a peculiar context of 
becoming social enterprise in NPO. Social enterprises in Ontario have gotten support from 
a NPO as a parent organization in Establishment and development phase. Against the 












い、いわゆる草の根の団体となっている。内閣府が 2012 年 8 月に公表した「平成 23 年度 特
定非営利活動法人の実態 及び 認定特定非営利活動法人制度の利用状況に関する調査（NPO
法人実態調査 23 年度版）」によれば、調査対象となった NPO 法人（認定 NPO 法人を除く）
の 59.6% は有給職員を 1 名も抱えていなかった。また、年間総収入額が 500 万円未満の NPO















他方でこうした NPO 法人の「事業型 NPO 化」には、いくつかの懸念が呈されている。そ
のひとつが市民性の喪失の問題である。ボランティア活動を通じて人々は市民的責任性や利他
的意識を向上させている（Astin & Sax, 1998 や Markus et al., 1993、Hooghe, 2003 など）。さ
needs the participation of NPO for their governance in a sense. It seemed that such situation 
enables social enterprise to develop without surfacing commercialization of NPO.














アを募集している団体は 50 に満たなかった（田中 , 2011: p.8）。このことから彼女は、東日本
大震災後の被災地支援において、NPO はボランティアの受け入れに消極的であったとしてい
る。そしてその背景には、NPO の経済基盤が不安定だったことから、収益事業の拡大を目指
したこと。そして、行政と NPO の協働推進策が NPO の下請化とも言える委託業務への依存
を生み、ボランティアにも消極的になったとし、政策的な影響を指摘している（田中 , 2011: 
pp.10-12）。



















を社会的企業として整理する（Alter, 2007; Dees, 1998）なかで、それに対抗する意味合いが、











① 財・サービスの生産・供給の継続的活動 ① コミュニティへの貢献という明確な目的
② 高度の自律性 ② 市民グループが設立する組織
③ 高い経済的リスク ③ 資本所有に基づかない意思決定




















































カナダは、世界で 2 番目に巨大な非営利セクターを持つ国である。2007 年、カナダの非営
利セクターは、カナダの経済全体において、GDP 換算で 2.5%、35 億 6 千カナダドルを占めて






の支援に着手したのは 2004 年からである。2004 年の連邦予算スピーチで、5 年以上をかけて、
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363 団体が回答した。その活動内容別の内訳は、芸術・文化が 106 団体、スイフトショップ（寄
付された中古品を販売）が 93 団体、社会目的企業（主に社会的に排除されがちな人々の雇用
を促進）が 65 団体、ファーマーズマーケット（青空市）が 44 団体、フランス語話者の団体
が 36 団体、その他 55 団体となっている。また、団体の法人格は、88％の回答した社会的企業
が非営利法人で、4％が有限責任会社、3％が協同組合、5％がその他となっていた。本調査は
2009 年に他の 5 つの州で行われていたブリティッシュ・コロンビア州・アルバータ州社会的

















会的企業は売上げ収入が 34% 高く、またフルタイムの従業員も 43% 多い。



















・ 仕事の創造。2011 年 1 月時点で、調査対象の 363 の社会的企業では、5,355 人の雇用があり
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2011 年において、顧客を除いて 27 万人近くの個人にサービスを提供している。少なくとも
5,133 人が組織ミッションの一端として雇われている。
・ 財政的持続性を構築。回答した社会的企業の平均 85% は赤字を出していない。ただし、助
成金を含まない場合、半分強の組織に留まる。
・ 融資へのためらい。調査した社会的企業において、84%は融資を受けていない。40年以上経っ
た社会的企業はより助成金を受け、融資を受けていない傾向にある。4 年から 9 年以内の初
期段階の社会的企業は、融資をより受けがちである。
・ ボランティアリズムの育成。2011 年、回答した社会的企業では、平均 57% の団体で、少な












































Christie Ossington Neighbourhood Centre; CONC）、STOP コミュニティ・フードセンター
（STOP Community Food Centre; STOP）、ラーニング・エンリッチメント財団（Learning 
Enrichment Foundation; LEF）の 3 団体である。これらの団体のケース記述については、印














同センターの場合は 1994 年に活動を開始しており、1997 年に法人格を取得し、さらに 2002














CONC の 2014 年度段階の財務状況は次の通りである。まず、総収入は 265 万 6,572 カナダ
ドルである。その総収入における、各種の収入源の割合は、まず「市から」が 74.3% と全体の
4 分の 3 を占めている。その次が「県から」であり 9.2%。国から（1.3%）とあわせると、政府



























STOP の 2014 年度の財政データからみた、年間収入の内訳は次の通りである。総収入額か
ら食料寄付の換算額を除いたものは、319 万 6,131 カナダドルであるvii。その中でもっとも割
合が大きいのは寄付・助成金で、58.7% となっている。さらに、「特別なイベント」という項
目があるが、これは寄付集めを意図したファンドレイジング・イベントが多くあると考えられ、














































LEF の 2013 年度段階の収入構成は次の通りである。まず、総収入は 1 億 637 万 778 カナダ
ドルである。その総収入における、各種の収入源の割合は、もっとも大きいのが政府からで、
全体の 76.1% を占めている。続いて事業収入（Sale of goods and services）で、全体の 14.9%


























































いう認識が強い。実際、2014 年に開かれたカナダ社会的経済学会（Association for Nonprofit and Social 
Economy Research; ANSER）の年次大会（5 月 28 日〜 30 日、ブロック大学）では、本文中で再検討し
ている社会的企業の実態調査に関わるセッションにて、そういった議論がなされていた。
ii 具体的には、Donate2charities.ca. を参考とした。サイトは 2015 年 10 月 30 日閲覧。
（http://donate2charities.ca/en）







v CFCC ホームページ。2015 年 10 月 30 日閲覧。（http://www.conccommunity.org/index.php/conc）
vi 同上。
vii STOP の財務報告書にはフードバンク（食料の配給）の食料寄付を金額換算した数値が収入に含まれて
いる。それは 59 万 1,373 カナダドルであり、全体の 15.6% を占めている。ここでは他団体との比較のため
に、その食料寄付を除いた額を総収入額として改めて算出し、そこにおける内訳の割合をみていることを
注記しておく。
viii LEF ホ ー ム ペ ー ジ。2015 年 10 月 30 日 閲 覧．（http://www.lefca.org/about_us/mission_statement.
shtml）
ix 2014 年度までの契約。2015 年度からは、アメリカの大手企業が契約を受注した、と残念そうに担当者
は語っていた（2015 年 9 月 3 日のヒアリング調査より）。
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